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第 6 章 スウェーデンにおける社会保険・労働保険の徴収事務一元化の実態と課題 

 

第 1 節 社会保険及び労働保険の保険料徴収制度 

 

1 社会保障制度の概要 

 スウェーデンの社会保障は以下の 3 つ― ①国（中央政府）が運営する社会保険及び各

種手当（年金、児童手当、傷病手当等）②全国 18 のランスティング（日本の県に相当する

広域自治体）及び 2 つのレギオン（ランスティングより権限が広い広域自治体）が運営する

医療サービス③全国 290 のコミューン（日本の市町村に相当する基礎的自治体）が運営する

福祉サービス―に大別される。 

 社会保障制度を担う組織体制については、まず国レベルで社会省が法律・政令・予算案の

作成やその他の施策の企画立案を行う。実際の施策の運営に関する権限・事務については、

その下にある社会保険庁や保健福祉庁、医薬品庁等の独立性の高い多数の中央行政庁（エー

ジェンシー）に大幅に委ねられている。 

 

2 社会保険制度の概要 

 他の多くの国と同様に、スウェーデンの社会保障制度も社会保険制度が中心となっている。

スウェーデンにおける社会保険は強制保険で、税務署に住民登録し、個人番号が付与される

ことにより社会保険に加入したことになる。制度・職域ごとに保険者が多数分立している日

本とは異なり、基本的に職域の別なく、スウェーデンに住む全住民に適用される。具体的に

は、16 歳以上のスウェーデン人及びスウェーデンに 1 年以上居住する外国籍の者は社会保険

に加入している。保険料は収入に対する定率で支払い、無収入であっても社会保険給付の権

利を有する。社会保険の適用を受けるためにスウェーデン国籍あるいは社会保険庁への登録

は必要ない。 

 しかし、この「社会保険（Socialförsäkring）」という言葉の意味するものは、わが国の

それとは異なる1。スウェーデンで「社会保険」という語は、年金等保険料財源で賄われる

ものだけでなく、児童手当等税財源で賄われる各種の手当も含む（ただし生活保護は含まな 

 

                                                 
1 一般に社会保険は、「傷病、老齢、死亡、失業など生活困難をもたらす事故に備えて、保険料を拠出し、事故

が発生したときに給付を受ける制度。保険の技術を利用しているが、被保険者は強制加入となっており、給

付反対給付均等の原則（保険料が保険金の額と事故発生の確率に比例するという原則）が必ずしも守られて

おらず、また、国の管理と国庫補助が行われるなどの点で、民間保険と異なる。1883 年にドイツでつくられ

た医療保険が世界最初の社会保険。現在、多くの国で社会保障制度の中心となっている。日本には医療保険、

年金保険、介護保険、雇用保険、労働者災害補償保険（労災保険）の 5 つの社会保険がある」（自由国民社

『現代用語の基礎知識 2006 年版』）とされるが、その内容は国ごとに異なり、普遍的な定義というものは

存在しない（『世界の社会福祉年鑑 2002』 旬報社、 ｐ119）。 
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い）一方で、他の国において社会保険に含まれる失業保険は含まれていない2。この社会保

険の定義については、国内でも以前から議論されていたところであるが、1999 年に改正、

2001 年から施行された社会保険法（SFS1999：799 Socialförsäkringslag）において、社会

保険とは①歳入が租税か保険料かを問わず、社会保険庁が「給付」するものであり、②居住

に基づく給付と就労に基づく給付に分けられる―と明記された。現在、「社会保険」とし

て位置づけられる給付は、①家族及び児童にかかる経済的保障、②病気や障害にかかる経済

的保障、③高齢者に対する所得保障―の 3 つに大別されるが、給付の種類は 50 種類以上

にのぼる。 

 

表 1 社会保険として位置づけられる主な給付 

対象者のカテゴリ 

居住に基づく給付 

（1 年以上居住することで受給

権利が発生） 

就労に基づく給付 

（収入に基づき給付額が決定） 

家族及び児童にかかる経済的保障 
児童手当 

介護手当（障害児） 
両親保険 

病気や障害にかかる経済的保障 
障害手当 

扶助手当 

労災給付 

医療保険 

障害一時金 

高齢者に対する所得保障 年金者向け住宅手当 
老齢年金 

遺族年金 

 

 なお、社会保険制度にかかわる主要機関は、①保険料の徴収を担当する国税庁

（Skatteverket）、②保険料の督促を行う強制執行庁（Kronofogden）、③給付の支給にかかる

事 務 を 取 り 扱 う 社 会 保 険 庁 （ Försäkringskassan ）3 、 ④ プ レ ミ ア 年 金 庁

（Premiepensionsmyndigheten）4 である。 

                                                 
2
  

失業保険は、他の社会保険制度とは異なり、社会保険庁ではなく労働組合が運営しており、業界ごとに失業保

険組合が存在する（2007 年 1 月のヒアリング時で 36）。組合員から徴収する保険料だけで運営できる組合は非常

に少なく、ほとんどが国からの補助を受けているものの、運営主体は社会保険庁でないことから、スウェーデ

ンにおいては、失業保険は社会保険とはみなされないことになる。こうした状況の背景には、公的制度が整う

以前（1800 年代）から、労働組合が相互扶助的な制度として失業給付金庫を設立、運営、発展させてきたとい

う歴史が存在する。失業保険組合は、第 3 セクターの労働市場庁（AMS）が監督する。労働組合員は強制的に失

業保険組合に加入することが条件となっているが、労働組合に加入せずに失業保険組合にのみ加入することは

可能である。 
3
  

社会保険庁は、2005 年 1 月に再編された。これまで各県レーン(国会と政府の出先機関)ごとに設置され、独

立して運営していた 21 ヵ所の社会保険事務所と旧社会保険庁（Riksförsäkringsverket）が統合され、スウ

ェーデンで最も大きな行政庁のひとつとなった。 
4  スウェーデンでは、1999 年 1 月より新年金制度が開始された。新年金制度は、所得比例方式で生涯所得に応じ

て年金が支給される。全ての国民を対象とする老齢年金は、①所得年金（inkomstpention）、②プレミア年金

（premiepension）、③低所得者や無収入者を対象とした生活保障年金（garantipension）の 3 部門で構成され

る。国民年金の年金保険料は所得の 18.5％（将来にわたり固定）で、そのうち 16.0％が所得年金、2.5％がプ

レミア年金に振り分けられる。なお、18.5％という数字は手取り所得に対する割合であり、名目所得に対して

は 17.21％となる。プレミア年金は、自分が指定する年金基金会社に積み立てることができる。もし希望がなけ

れば、自動的にＡＰ(国民年金)基金の中にあるプレミア年金基金（premiesparfonden）の年金基金会社に積み

立てられる。プレミア年金制度は、1999 年の年金改革で国民の選択の自由の幅を広げるものとして新たに導入

された。自分が選択した年金基金会社の運用がうまくいけば配当金が高くなり、またその逆もありうる。プレ

ミア年金庁では、個人が選択した年金基金会社との手続きや、プレミア年金の運営を担当している。 
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3 保険料の徴収制度 

（1）徴収担当機関 

 1985 年以降、社会保険及び労働保険に係る保険料は、財務省の管轄下にある国税庁

（Skatteverket）が、所得税と一括徴収している。現在、国税庁が社会保険料及び税の徴収

事務に携わる根拠となるのは、社会保険料法（SFS2000：980）、社会保険配分法（SFS2000：

901）、社会保険法（SFS1999：799）、納税法（SFS1997：483）である。 

 国税庁の職員数は 9,300 人で5、その 82 ％にあたる 7,600 人が社会保険料と税の徴収、

10 ％（900 人）が住民登録、4 ％（400 人）が不動産課税、3 ％（250 人）が犯罪抑止、2 ％

（150 人）が不動産登記を担当している。2005 年の人件費は 55 億 2,002 万 2,000 クローナ、

その他の雑費は 21 億 9,170 万 5,000 クローナとなっている。社会保険料の徴収事務は、税金

と同一システムにより実施されており、社会保険料の徴収のみを扱う費用についての算出は

不可能である6 

 

（2）保険料の徴収システム 

 使用者及び自営業者は社会保険料を納付する義務があるが、被用者は納付する義務はない

（ただし、老齢年金についてのみ、被用者負担がある）。万が一使用者が保険料を納めていな

かったとしても、被用者は社会保険の給付を受ける権利がある。 

 使用者は毎月 12 日7に税金と一緒に保険料を税務署に、税口座8からの引き落としというか

たちで納付する。なお、使用者が支払う社会保険料は、暫定額でなく確定した金額である。

年末になると、使用者は給与明細を被用者本人と国税庁に送付する9。国税庁は、被用者本

人に対し、使用者から届けられた数字を既に記入した申告用紙（別添資料）を送付する。こ

れにより、被用者本人は、使用者が自らの給与や社会保険料を正確に支払っているかをチェ

ックすることができる。一方、自営業者は、使用者同様に毎月 12 日（ 1 月と 8 月は 17 日）

に納付する。自営業者の場合、この社会保険料は暫定額で、毎年の確定申告で調整される。

こうした手続きは、全てオンラインでできる。 

 税口座から税・保険料の引き落としができなかった場合、まず当該被用者もしくは自営業

者に対し国税庁から通知される。 2 回続けて税口座からの引き落としができなかった場合、

国税庁から強制執行庁に連絡され、その後の督促は強制執行庁が担当する。 

 強制執行庁は、2006 年 7 月 1 日に国税庁から分離、全国をカバーする新庁として改編され

た。公的請求だけでなく、私的請求のいずれの強制執行を取り扱う世界でも稀有な組織とさ

                                                 
5   1 年あたりの常勤換算。常勤換算とは、1 年に 210 日勤務している人を意味する。 
6  国税庁 Pia Blank Thörnroos氏の回答による。 
7   1 月と 8 月は 17 日が納付日。 
8  全納税者、つまり個人及び企業は、国税庁に銀行口座と同等の税口座をもち、税金や保険料、付加価値税な

ど全ての処理がここに登録される。 
9  使用者は毎月、あくまでも賃金総額に対する割合で社会保険料を支払っているため、従業員ごとの社会保険

料は、年末にならなければ分からない。 



－ 150 － 

れる。現在の職員数は 1,800 人で、そのうちの 80％が徴収案件を担当している。徴収につ

いては、全国を 5 つに分けて事務所を設置し、対応している。 

 公的請求は、国税庁や社会保険庁、その他省庁からの租税、罰金、関税、保険料及びその

他の賦課金などの数種類の公的請求に基づく10。私的請求は、顧客センターに寄せられた個

人や企業などの請求に基づく。国税庁からの請求は、税口座から引き落とされなかった場合

になされるが、その中身が税なのか社会保険料なのかは不明であり、また、区別もしていな

い。ちなみに、国税庁からの公的請求は、2004 年が 24 万 2,557 件、2005 年が 24 万 3,165 件、

2006 年 31 万 7,452 件（暫定）とされる。 

 公的請求に関して、強制執行庁は全国的なコンピューター化された強制執行登録簿

（REX）を備えている。この登録簿には、公的請求と私的請求が記載されている。全ての支払

いと行動が登録簿に記録されており、数多くの事件を扱う申し立て人（国税庁等）は、申し

立てをコンピューターによって直接強制執行庁に送信できる。ただし、判決その他の資料は

郵送される。強制執行部局が使用する多くの書式を印刷するために REXを使用することがで

き、REXによってその業務の有効性と信頼性が高まった。 

 REX には全ての登録済み債務者が記載されており、強制執行庁が利用する中心的なコンピ

ューター・ベースの登録簿である。この登録簿には公的請求と私的請求が含まれている。ま

た登録簿には全ての私的請求も記載され、これらは地方当局によって登録されている。あら

ゆる支払い、および債務者に関して講じられた措置が登録簿に記録されている。個人番号ま

たは企業の団体登録番号を利用すれば、当該個人または当該企業が強制執行の対象となるか

どうか、当該個人または当該企業の債務の種類、および強制執行庁が講じてきた措置を調べ

ることができる。 

 この登録簿の扱いに関する規定は強制執行登録簿法にある。強制執行庁は、債務者がその

債務に関する登録簿の誤りに関して苦情を述べるとき、事件を調査するため迅速に行動しな

ければならない。債務者の資産に関する基礎情報は、強制執行庁で強制執行を目的として公

的請求の登録簿を調査することによって入手できる。強制執行庁は、この登録簿にオンライ

ンで直接アクセスできる。 

 強制執行庁は REXを通じて、他の省庁で管理されている課税台帳、有限会社登記簿、同業

者登録簿、団体登録簿、車両登録簿、不動産登記簿に記載された情報を入手することができ

る。他にも強制執行庁が利用できる登録簿が存在するが、コンピューターによる直接の利用

はできない。なお、強制執行庁が維持・管理するコンピューター・ベースの登録簿は、支払

命令・強制執行支援登録簿であり、申し立てに関する特定の情報が記載してある。 

 

                                                 
10 公的請求とは、租税、付加価値税、消費税、社会保障負担金はもちろん、たとえばテレビ放映許可料と駐車

違反罰金など、中央当局と地方当局に対する債務を意味する。ただし、外国の税に関して、強制執行庁に権

限はない。強制執行事件の出訴期限は一般に、当該税が最初に支払われなければならなかった年の年末から

5 年である。 
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○課税台帳 

税務当局が課税目的で維持し、管理しており、個人・法人のあらゆる納税者がこの登録

簿に記録されている。強制執行庁はこれにコンピューターによって直接アクセスできる。地

域の強制執行庁は、その地域の債務者の課税台帳にのみアクセスできる。この台帳には、た

とえば債務者の所得源、雇用主の名前、銀行口座、および不動産の保有等の情報が記載され

ている。 

 

○有限会社の登記簿 

特許・登録局が維持と管理を行う登記簿であり、記載事項として、株式の公開・非公開

にかかわらず全ての有限会社、当該会社の株式資本の規模、取締役会のメンバー、および当

該会社を代表して署名する法的権限を与えられた者に関する情報などがある。会社の年次決

算書の写しを受け取ることも可能である。全ての有限会社に関する情報を入手でき、たとえ

ば、特定の人物が取締役会のメンバーとして、または代理人として関係している有限会社の

情報なども入手できる。 

 

○同業者登録簿と団体登録簿は特許・登録局が維持と管理を行い、記載事項は、合名会社、

合資会社、個人経営の商会、経済団体、特定の財団法人、および非営利団体に関する情報

である。登録簿からは、たとえば会社のパートナー、および特定の人物が関係する会社に

関する情報などが得られる。年次決算書の写しも入手できる。 

 

○車両登録簿 

国家道路庁が維持と管理を行う登録簿である。この登録簿の記載事項は、あらゆる登録

済み車両とその登録所有者に関する情報である。ここでは、特定の車両の登録所有者、特

定の人物が所有者として登録された車両、および特定の車両の最新の 3 人の所有者などの情

報を得ることができる。 

 

○不動産登記簿 

国家土地測量局が維持と運営を行っている。この登記簿の記載事項は、スウェーデンの

あらゆる不動産および土地借地権に関する情報である。この登記簿でわかる情報は、所有権

の状況、課税価額、および不動産の抵当権である。 

 

 強制執行庁には、公的請求に対して債権者機能も付与されているが、債権者機能は国税庁

に移管し、強制執行庁はあくまでも徴収のみを担当すべきとの議論がなされており、2007
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年秋頃に決定する予定とされる。11 

 

（3）社会保険料の種類と料率 

 2006 年の社会保険料の種類と料率は、以下の通りである。保険料は収入に対する定率で

あり、使用者は現物給付（無料ランチ、無料自動車など）を含む総賃金支給額の 32.28％を

社会保険料として納付する12。なお、自営業者には別に保険料率（30.71％）が設定されて

いる。 

 

使用者負担 被用者負担 

老齢年金保険料 10.21％ 老齢年金保険料 7.00％

遺族年金保険料 1.70％   

傷病保険料 8.64％   

両親保険料 2.20％   

労働災害保険料 0.68％   

労働市場保険料 4.45％   

一般賃金税 4.40％   

計： 32.28％ 計： 7.00％

 

自営業者負担 

老齢年金保険料 10.21％

遺族年金保険料 1.70％

傷病保険料 9.61％

両親保険料 2.20％

労働災害保険料 0.68％

労働市場保険料 1.91％

一般賃金税 4.40％

計： 30.71％

  

 なお、労働市場保険料というのは、日本の雇用三事業に相当するものであり、一般賃金税

については、国税庁や企業連盟等にも確認したところ、「数字をあわせるもので、特に意味

はない」ということであった。 

 また、2006 年の保険料収入は使用者負担分が 35,550 億クローナ、自営業者負担分が 100

億クローナ、年金保険料（2003 年）は 700億クローナとなっている。 

                                                 
11 強制執行庁法律顧問 Olof Dahnell氏のヒアリング（2007年 1 月）による。 
12 使用者負担率は、1960 年 4.14％、1970 年 13.90％、1980 年 35.25％、1990 年 38.97％、2006 年 32.28％と

なっている。 
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第 2 節 社会保険及び労働保険の保険料徴収事務一元化 

 

1 保険料徴収事務の一元化された背景 

 社会保険料の徴収は、1984 年まで社会保険庁が担当していたが、1985 年以降、国税庁が

税及び保険料の徴収を担当するようになった。この税の徴収との一元化により、社会保険庁

は社会保険の給付にかかる事務のみを担当することになり、スウェーデンの社会保険は、保

険料の徴収機関と給付機関が分離することとなった。 

 徴収の一元化が求められた背景には、当時の徴収方法の複雑さ、非効率性が存在する。当

時、社会保険料は社会保険庁が徴収し、同時に国税庁も数字をチェックする作業を行ってい

た。使用者は被用者の前年所得に基づき保険料の暫定源泉徴収額を決定し、その翌年、被用

者の確定した所得金額に基づき再計算し、社会保険庁へ再申告する。その際に未納分があっ

た場合は、さらにその翌年に徴収され、最終的に保険料の徴収完了までおよそ 2 年半もの期

間を要した。例えば、1980 年の社会保険料を徴収するには、以下のような 3 段階を経ること

になる。 

 

① 1980 年：暫定保険料の計算・納付 

事業主は、被用者の 1979 年の所得に基づき、保険料の暫定徴収額を決定する。その暫定

保険料を、年 6回に分けて源泉徴収・納付。 

② 1981 年： 

○保険料の確定・申告 

被用者の 1980 年の所得額が確定。事業主は、その額に基づいて、保険料を再計算し、社

会保険庁へ申告 

○納付額と申告額の対比 

社会保険庁と国税庁は、1980 年に納付された保険料と 1981 年の申告された額を対比、チ

ェック 

③ 1982 年：調整・完了 

未納分の徴収 

 

 こうした当時の徴収方法に対し、使用者側からの手続きの簡素化を求める声に加え、国と

しても 2 年半という期間の利子分の損失が問題視されるようになった。そこで、国税庁へ保

険料の徴収権限を移管し、保険料と税の徴収の一元化が行われた。 

 スウェーデンでは、個人番号を持っていなければ銀行口座を開設できず、またクレジット

カードを取得することもできない。住民登録や税金、そして社会保険は、個人番号によって

全て管理されている。こうしたシステムの下、個人番号の管理機関である国税庁が、税の徴

収とともに保険料の徴収も担当するということは、それほど大きな変革を必要とするもので
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はなかったともいえる。   

 

2 一元化のために行った措置 

 国の利子損失の逓減、手続きの簡素化及び迅速化、事業主の事務負担の軽減、効率性を高

め徴収率を上げる―ことを目的として、これまでの徴収方法の抜本的な改廃と、税との徴

収一元化が行われた。 

 一元化のためにまず、法律・行政制度の改革・整備のためのプロジェクトグループが設置

され、所得税、社会保険料及び付加価値税の申告がひとつの申告書で出来るようにするなど、

徴収方法の根本的な改革を実施するとともに、これらに適用される徴収手続きや延滞税の賦

課基準、争訟手続き等についても同一化が図られた。 

 最も力が注がれたのは、IT 開発である。事業主登録、確定申告を忘れた人に自動的に督

促するシステム、申告書自動読み取りシステム、申告額と納付額が合致するか自動的にチェ

ックするシステム、使用者が被用者に送る給与明細と国税庁に提出された申告内容を自動的

にチェックするシステムなど、新システムの開発・構築がなされた。 

 また、事業主を対象に新規則に関する説明会を開催したり、パンフレットや新しい申告書

等の送付が大掛かりに行われた。国税庁の職員には、社会保険料に関する研修が実施された。

研修は、まず、リーダーとなる職員に対して 5 日間行われ、その研修を終えた職員が講師と

なり他の職員にレクチャーする（5 日間）という形式がとられた。 

 

3 一元化により発生した問題 

 こうした一元化への移行は、あまり大きな問題もなく終えることができた。しかし、一時

的ではあるが、新旧の保険料計算・納付システムが並存したため、若干の混乱は生じたとさ

れる。また、社会保険庁から国税庁への社会保険に関する知識移転も容易でなかった。一元

化から数年後には、社会保険庁から国税庁へ移った職員の多くが、新しい職場環境になじむ

ことができずに、社会保険庁へ戻るということもあった。その背景には、職場の「業務文

化」の違いが存在したとも言われている。 

 

4 現在の徴収システムに対する評価・課題 

 国税庁に税と保険料の徴収が一元化されてから 20 年以上経過しているが、特に議論され

るような問題は生じていない。この一元化措置により、保険料の徴収・納付システムが簡素

化され、毎月確定額を納付するため通算調整が不要となり、事業主がコンタクトすべき行政

機関が一本化されたことは、効率化という点からみて、労使ともに高く評価している。 

 一元化によりとられた徹底した IT 化により、現在では、国税庁と社会保険庁、そして各

失業保険組合が、個人のデータ（勤務記録、納付記録、各種保険の請求・給付記録、失業保

険の給付記録等）の全てをオンラインでチェックすることが可能となった。このシステムに
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より、社会保険の保険料徴収機関と給付機関が分離していても、特に大きな問題は生じてい

ないとされる。 

 しかし、国税庁では、さらに効率化させるため、社会保険料の給付事務についても国税庁

に移管するように求めている。 

 国税庁が最も主張するのは、「効率性の追求」であり、財務省に対し税制規則の簡素化を

提案したり、事業主が 24 時間国税庁との連絡がとれるようなホームページや電話サービス

の実施、インターネットによる納税及び社会保険料の納付・申告書の提出システムを開発す

るなど、現在でも「効率性」の視点にたった徴収システムの改善に力を入れている。 

 なお、国民は、もはや「税」と「社会保険料」と区別して考えてはおらず、全て「税」と

捉えている傾向が強く、社会保険料については「雇用税（雇用にかかる税金）」と認識され

ている面もある。 
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